
（該当業務： ）

）

）委託の場合

６５歳以上のすべての市民及び介護予防の支援のための活動
に関わる者

社会福祉協議会、在宅介護支援センター、高齢者大学

①

根拠条例等

補助・単独

実施形態

正規職員が関与すべき法的義務性

02

政 策

施 策

優先度◆◇◆ 総合計画・行動計画 施策シート ◆◇◆

確 認 項 目

事
務
事
業
の
概
要

百万円 百万円

Ａ

地域介護予防活動支援事業

枝番号

00

05

会計ともに支え合い笑顔輝くあたたかなまち（健康・子育て・福祉）

地域介護予防活動支援事業費

課名

長寿福祉課

番号 所属長名

01

01

総
合
計
画

部名

原田康弘

事業の目的（どういう状態にしたいのか）

◆◇◆ 事 務 事 業 評 価 票 ◆◇◆

地域支援事業費

01 介護予防事業費項

10 介護保険特別会計財
務
科
目

いきいきと暮せる高齢者福祉の充実

基 本 政 策

02

法令名・根拠条文

目

事業の内容（目的達成のための手段・方法）

社会参加・自立生活の支援

款05

以降

展開方針
（年度別の事業内容）

平成20年度（参考） 平成21年度 平成22年度 平成23年度

百万円 百万円

平成21年度の実施内容・計画どおり実施できなかった理由

企画政策課
意 見

百万円

市 長 指 示 事 項 等

総事業費 百万円

行動計画掲載

完了予定年度事業開始年度 平成１８

平成21年度の実施内容・成果

基
本
事
項

福祉生活部

事務事業名

Ｂ Ｃ

年度未定

介護保険法第115条44第1項第1号 地域支援事業実施要綱（Ｈ21.4.28老発第0428002号）

第４期西脇市高齢者安心プラン(西脇市高齢者福祉計画・介護保険事業計画)

②

年度

根拠条例等

根拠法令要綱等

地域介護予防活動が多くの町で実施され、介護予防教室
や高齢者大学を通じて、高齢者が主体的に介護予防に取り
組む地域社会をつくる。

事業の対象（誰に対して・何に対して）

①社協施設内で実施するふれあいいきいきサロン ②社協に委託して各町で実施する地域介護予防活動(介護予防型いき
いきサロン) ③在宅介護支援センターに委託している介護予防活動や介護予防運動教室 ④高齢者生きがい健康づくり事
業（高齢者大学委託）、及び各事業へ健康運動指導士、看護師、歯科衛生士、管理栄養士等の専門スタッフを派遣し、地域
の活動を支援する。

根拠法令要綱等

③

(①または②の場合)

国・県の補助金有り 市単独

なし あり

直営 一部委託 その他（補助・負担金全部委託

入札 随意契約（契約先：

① 計画どおり進んでいる。

② おおむね計画どおり進んでいる。

⑤ 完了・達成（計画事業の終了）

③ 着手しているが、計画よりも遅れている

④ 計画どおり着手していない。

総合計画対象事業

市長公約・懸案事項

議会確認事項

Ａ Ｂ Ｃ

新規 継続 単年度

市単費上乗せ

義務実施事業

努力義務実施事業

任意実施事業

経常 臨時
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【１次評価】 評価実施：平成21年度

【２次評価】 評価実施：平成21年度

【３次評価】

総
合
評
価

総
合
評
価

総
合
評
価

３評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性） ４ 事業の必要性

直接のサービスの相手方 １

303人

0.30 0.30

664回
487回

一般人件費[平均給与×(B)]

②
524人

説明

568人

成
果
指
標

（
目
標

）

①
10,330円単価

単価

550人

２
４
４ 実施主体の妥当性

市民ニーズの把握 ３

名称

説明

名称

1,059人
950人350人 550人 900人

500人510人

①

②

1,672人
4,422円 3,618円

達成度

目標値
18年度 19年度 20年度 21年度

280回 453回
11,179円

実績値

受益者負担率[(E)/(D)] (F) ％ 15.5% 12.6% 11.3%

22年度

1,098 1,048受益者負担額 (E) 千円 1,136

総コスト[(A)+(C)] (D) 千円 7,345

2,375

8,733 9,236

2,375

0.30

858

6,861

5,563

638

6,358

479

(A')事業費(予算額または見込額）

795

事
務
事
業
デ
ー

タ (C) 千円 2,375

1,028

18年度 19年度 20年度 21年度

1,913

7,167

853

8,020

6,003

単位

千円

4,491

一般財源

4,970

4,469 7,192 8,897

15,303

22年度

5,107 8,220

一般財源

事業費(決算額) (A)

一般職員所要人員 (B) 人

特定財源

活
動
指
標

（
目
標

）

単価

名称

説明

名称

説明

290回 560回 636回

1,125

13,390

10,022

特定財源

700回

64回

1,000人

10,338円 10,649円

148回 65回 64回 64回
65回 64回148回

28,479円 62,307円 63,281円

達成度
目標値

7,421円 7,377円 7,729円
549人実績値

達成度

750人 600人

目標値
実績値

達成度

参加人数
目標値

単価

実績値
いきいきサロン、介護予防運動教室
等参加実人数

参加人数

高齢者大学参加人数

開催回数

いきいきサロン、介護予防運動教室
等開催回数

開催回数

高齢者大学開催回数

２
実施主体の妥当性

受益者負担の適切さ

評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性）

直接のサービスの相手方
５
４

事業の必要性

受益者負担の適切さ
評価結果 高齢者が生き生きと暮らすことができるよう介護予防に対する取り組みが自主的・継続的に行われ

るために、介護予防の推進は非常に重要である。介護保険法の中で市町村が実施するよう義務付
けられている地域支援事業(介護予防事業等)は、継続実施すべきと判断する。

社会福祉協議会と連携し、地域介護予防活動の未開催地域へ開催を働きかけ、20年度実績の20
町より多く開催できることを目指す。また、在宅介護支援センターの介護予防活動を拡充する。

２

改
善
策

高齢者生きがい健康づくり事業／当該分野への事業費の支出については、保険料負担者の理解が得られるよう実績内容
等情報公開・提供を図る必要がある。
介護予防型いきいきサロン／委託業務の内容を再度精査するなどし、職員の関わりを減らす必要がある。開催町を増やし、
継続的した自主的な運営ができる組織に育成する必要がある。

評価結果 判
断
理
由

改
善
策

判
断
理
由

保険制度における介護予防の取組みの必要性は判断できるが、高齢者の生きがいづくり（老人大学）の分野までの事業
展開となっており、事業拡大に関しては、保険料負担者の意見を十分踏まえておく必要がある。
介護予防型いきいきサロンについては、全部委託の実施形態にも関わらず、職員がサロンに出向くなどしており、職員の
関わりが大きい。その一方で、サロンを実施するためのリーダー的存在が育ち始め、地域での主体的な取組につながりつ
つある。 事業費の一部は介護保険料で賄われている。

評価結果

判
断
理
由

改
善
策

３ 市民ニーズの把握

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止
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